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第６章 今後の進め方 
 

1．評価方法 

都市計画運用指針では、「市町村は、立地適正化計画を策定した場合においては、おお

むね５年毎に計画に記載された施策・事業の実施状況について調査、分析及び評価を行

い、立地適正化計画の進捗状況や妥当性を精査、検討するべきである。また、その結果

や市町村都市計画審議会における意見を踏まえ、施策の充実、強化等について検討を行

うとともに、必要に応じて、適切に立地適正化計画や関連する都市計画の見直し等を行

うべきである。」とされています。 

本計画の評価にあたっては概ね５年毎にモニタリングを行い、施策の実施状況や上

位・関連計画の見直しとの整合を図りつつ、前項で設定した数値目標の達成状況等につ

いて魚津市都市計画審議会に報告するとともに意見聴取を行い、評価結果を踏まえて必

要に応じ計画の見直しを行います。 

また、各施策については、ＰＤＣＡサイクルの考え方に基づき、時代の潮流や様々な

状況変化に対応しながら、長期的な計画の運用・管理を行います。 
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【ＰＤＣＡサイクルによる取組】 
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2．計画の進行管理 

施策や計画等の見直しに係る進行管理は以下のイメージをもって取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．今後の都市計画の課題 

立地適正化計画は、「市町村マスタープランの高度化版」であるとともに、将来の目指

すべき都市像を実現する「戦略」としての意味合いを持つものであり、土地利用規制や

インフラの整備で都市をコントロールしてきたこれまでの都市計画の中で明確には位置

づけられてこなかった各種の都市機能に着目し、都市計画の中に位置づけて、その「魅

力」を活かすことによって、居住を含めた都市の活動を「誘導」して都市をコントロー

ルする新たな仕組みを構築するものです。 

つまり、今まで土地利用規制を行ってきた用途地域内を高度化し都市機能を誘導する

ことが目的であるから、誘導区域は用途地域内において設定するのが基本となります。 

本市では、平成８年（1996 年）に用途地域の細分化を行って以来、細かな追加や変

更を行ってきましたが、現状の土地利用状況による全体的な見直しは行っていません。

このため、用途地域エリアは人口分布やＤＩＤエリアと合致するものではありません。 

【今後の進行管理のイメージ】 
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また、区域区分（線引き）を行っていないため、本計画を線引きの代替的措置として

活用し、緩やかなコントロール手法により居住を一定の区域に誘導することは可能です

が、法的規制ができない状況であり、開発行為を規制し郊外化を止めることができない

ことは変わりません。 

そこで、本市のまちづくりとして、誘導と規制を用いて持続可能な都市を目指すこと

として、以下の政策を検討していきます。 

 

(1) 用途地域の全体的な見直し 

  都市施設や現状・将来の人口集積を鑑みながら、用途地域の見直しを図ります。

本市では、平成 28 年（2016 年）に国道８号バイパスが開通したことで生活の基

盤が拡大したことから、用途地域の見直しは、現在の区域から国道８号バイパスま

での区域を見直しの対象として検討します。 

 

(2) 土地利用制度の策定 

  区域区分による土地利用管理制度を実現させることは、本市の人口規模やこれま

でに区域区分を導入していないことによる市民意識から判断すると、困難になる可

能性が予想されます。課題の早期解決を図るため、比較的自由な制度で独自に内容

を定めることができる、自主条例主体の制度設定の検討に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補注：本計画内に使用した地図は、地理院地図を使用 
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2．魚津市立地適正化計画策定の経過 

 

策 定 段 階 日 時 調査・審議状況等 

立地適正化計画策定検討

委員会設置 

平成 30年（2018年） 

5月 14日 
 

・計画の検討体制 

・計画の説明 

平成 30年（2018年） 

6月 27日 
第１回策定検討委員会 

・都市構造分析 
令和元年（2019年） 

6月 4日 
第 2回策定検討委員会 

・計画の説明 
令和元年（2019年） 

7月 25日 
都市計画審議会 

・計画（素案） 
令和元年（2019年） 

11月 5日 
第 3回策定検討委員会 

・計画の説明 

・計画（素案） 

令和元年（2019年） 

12月 5日 

第 5 回魚津駅・新魚津駅

周辺まちづくり協議会 

・計画（案） 
令和２年（2020年） 

1月 15日 
都市計画審議会 

・計画（案） 
令和２年（2020年） 

1月 28日 
第４回策定検討委員会 

・計画（案） 
令和２年（2020年） 

2月 3日 

第 6 回魚津駅・新魚津駅

周辺まちづくり協議会 

・意見の公募 
令和２年（2020年） 

2月 10～3月 10日 
パブリックコメント 

・計画のまとめ 
令和 2年（2020年） 

3月 25日 
都市計画審議会 

計画策定 
令和 2年（2020年） 

3月 31日 
 

事前公表（周知期間） 
令和 2年（2020年） 

4月 1日～6月 30日 
（予定） 

公表 
令和 2年（2020年） 

7月 1日 
（予定） 
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